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２Ｈ０７ 

 

技術をブランド化するための知的財産戦略に関する研究 

 
○上條由紀子、杉光一成（金沢工業大学大学院知的創造システム専攻） 

 

 
１． はじめに 

製造業等が長期的な付加価値創造の最大化を実現するためには、保有する「技術」をブランド化

し、その技術ブランドを戦略的に活用することが極めて重要と考えられる。本研究では、技術ブラ

ンドを製造業等の「知的財産」として活用するための「知的財産戦略」について調査・研究を行っ

た。 

２． 研究の背景 ～技術ブランドとは何か～ 

急速な技術革新の中で、産業のグローバル化、研究開発のオープン化、製品のモジュール化、製

品の性能・品質のコモディティ化が進み、産業構造の変化や付加価値構造の変化が著しい今日、「技

術のブランド化」（テクノロジーブランディング）は、企業が競争優位を確保し新たな付加価値を

創出するために、また、技術を強みにした「ものづくり国家・日本」を再生し、わが国のさらなる

産業発展をもたらす上でも、今後ますます重要となることが予想される。 

「ブランド」とは、ある売り手の商品やサービスを、他の売り手の商品やサービスとは異なるも

のとして識別するための概念（名称、用語、シンボル、マーク、デザイン等）をいい、従来は、企

業ブランドや商品ブランドが、主として「ブランド」に該当するものとして認識されてきた。しか

し、このような従来の企業・商品ブランドとは異なるものの、近年になり重要性を増してきたと考

えられるのが「技術ブランド」である。 

「技術ブランド」とは、商品やサービスを構成している要素の一つである「技術」がブランド化

されたものをいい、そのブランド化された技術が、企業の各商品の構成要素として横串的に配置さ

れ、商品ブランド全体に適用されて、各商品の持つブランドイメージの向上に資するだけでなく、

企業ブランドの強化にもつながって、他社からの競合優位を維持する効果が発揮されるのである。 

また「技術のブランド化」には、技術そのものを可視化し、知覚品質を向上させる効果、他社と

の技術ライセンスや企業間のアライアンスの場面において、対象となる技術の優位性を明確に示す

という効果、従来商品と異なるカテゴリの商品に要素技術を転用するときに容易にブランド拡張が

できるという効果があると考えられる。 

「技術のブランド化」は、「技術で『商品』を売る」という発想よりも、むしろ積極的に「技術」

そのものの価値を認め、いわば「技術という『商品』を売る」発想に近いものである。このような

視点は、技術力を強みとする日本、特にいわゆる国内製造業にとって極めて重要なものであり、「技

術経営」の目的と言われる「製造企業における長期的な付加価値創造の最大化を実現する」ための

重要な戦略の一つになり得ると考えられる。また、大企業に限らず、技術系ベンチャーにとっても、

「技術のブランド化」が投資獲得、ライセンスアウト、Ｍ＆Ａに対する戦略の一つになり得ると考

えられる。 

一方、「ブランド」は自他商品等を識別する概念（名称、用語、シンボル等）であり、「知的財産」

としての側面も有することから、「技術のブランド化」に向けた製造業等における諸活動は、「技術

経営」の分野における戦略と捉えるのみならず、「知的財産を企業の経営戦略上で重要な経営資源

と位置付け、自社内外の知的財産権を回避・利用・活用して、収益の増大、ひいては企業価値の向

上をもたらすための戦略」、即ち「知的財産戦略」の一分野として捉えることも可能と考えられる。

しかしながら、「技術経営」の分野では、「技術のブランド化」についての法的な側面や「知的財産

戦略」という視点からの研究はほとんどされておらず、他方、「知的財産戦略」の分野では、商品

やサービスの名称としての「ブランド」を前提とする議論はあるものの、「技術のブランド化」に

ついてはほとんど研究されてこなかった。 
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３．研究方法 

本研究では、企業等の研究開発において創造された「技術」をブランド化するための「知的財産

戦略」について、下記方法で調査・研究を行った。 

① 関連文献及び先行研究論文調査 

各種データベース等を利用して「技術のブランド化」及び「知的財産戦略」についての関連文献

及び先行研究論文収集し、その内容を検討した。文献・論文収集に当たっては、いわゆる技術ブラ

ンドが法的保護を受け得るかという視点ではなく、あくまでも製造業等が、技術ブランドを「知的

財産」として戦略的に「活用」できるかという視点を中心として研究を行うことを念頭に置いた。 

② 「技術のブランド化」に関する事例収集及びヒアリング項目の検討 

文献・論文調査と並行して、「技術がブランド化された事例」（国内及び外国事例）を文献ベース

で収集し、その類型化を行った。その上で、企業に対してヒアリングを行う際の質問項目を検討し

た。 

③ 「技術のブランド化」に関する国内企業へのアンケート実施及び調査結果の分析 

収集した文献・論文及び技術のブランド化の事例及び上記類型を考慮しながら、国内企業に対す

る「技術のブランド化」の知的財産戦略に関するアンケートの設計を行ってアンケートを実施し、

調査結果について分析を行った。 

④ 「技術のブランド化」に関する米国企業・機関へのヒアリング調査 

「技術がブランド化された事例」として収集・類型化された技術ブランドを用いている米国企業

に対して、ヒアリング調査を行った。具体的には、「テフロン」を開発した米国デュポン社（デラ

ウェア州）、インテル株式会社（カリフォルニア州）に訪問しヒアリング調査を行った。さらに、

米国特許商標庁（USPTO）及び米国特許事務所である Sughrue, Mion PLLC（ワシントン D.C.）を訪

問し、米国企業等における「技術ブランドの知的財産戦略」の現状・法的保護に関しヒアリング調

査を行った。 

⑤ 「技術のブランド化」に関する欧州機関へのヒアリング調査 

欧州における技術のブランド化に関する知的財産戦略及び法的保護の状況等について調査すべ

く、スペインの欧州共同体商標意匠庁（OHIM）スイス、ジュネーブの世界知的所有権機関（WIPO）

を訪問し、ヒアリング調査を行った。 

⑥ 「技術のブランド化」を用いた知的財産戦略立案・遂行に取組む国内企業に対するヒアリング

調査 

「技術のブランド化」に関する知的財産戦略について取り組んでいる国内企業に対してヒアリン

グ調査を行った。 

⑦ 「技術のブランド化」に関するアジア企業・機関へのヒアリング調査 

「技術がブランド化された事例」として収集・類型化された技術ブランドを用いているアジア企

業に対して、ヒアリング調査を行った。具体的には、韓国のサムスン電子（韓国・水原）を訪問し、

ヒアリング調査を行った。また、韓国の特許事務所である KIM & CHANG を訪問し、「技術のブラン

ド化」の法的保護、及び知的財産戦略の立案・遂行に関してヒアリング調査を実施した。 

４．研究成果 

①「技術のブランド化」に関する事例とその類型化 

本研究では技術ブランドを、(1)対象となる「技術」が製品の要素技術、原材料、素材、含有成

分等に該当するが、製品名称や企業名称には該当しないケース、(2)対象となる「技術」が製品名

称そのものとなるケース、(3)対象となる「技術」が企業名称そのものとなるケースとに大別し、

事例を類型化した。(1)の例としては、デュポンの「テフロン」、シャープ（株）の「プラズマプラ

スター」、トヨタ自動車（株）の「GOA」等が挙げられ、(2)の例としては、（株）ロッテのキシリト

ール、(3)の例としては、Bluetooth SIG Inc.の Bluetooth 等が挙げられる。 

②国内外企業へのヒアリング項目及びアンケート設計 

国内外企業へのヒアリング調査及びアンケート設計においては、(1)会社におけるブランド構築

への取組みの現状、(2)会社における技術のブランド化への取組みの有無、(3)技術のブランド化に

取り組む際の知的財産戦略の 3 項目について重点を置くこととした。また、法律事務所や公的機関

に対するヒアリングにおいては、各国における技術ブランドの法的保護（知的財産権による保護及
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びその活用）の状況、各国の知財政策についても項目に加えた。 

③「技術のブランド化」に関する米国企業・機関へのヒアリング調査結果 

米国デュポン社（デラウェア州）では、技術ブランドとして「テフロン」のブランド価値を持続

していくために、特に物質特許消滅後の商標権を活用したライセンス管理が極めて重点的に実施し

ているとのことだった。インテル株式会社（カリフォルニア州）では、知財部門と研究開発部門、

さらには法務部門、マーケティング部門との緊密な連携が技術のブランディングにおいては重要で

あるとのことであった。米国特許商標庁（USPTO）及び米国特許事務所では、知財政策の現状及び

米国での技術ブランドの事例、知財法による保護の現状について状況を伺った。 

④「技術のブランド化」に関する欧州機関へのヒアリング調査 

欧州共同体商標意匠庁（OHIM）世界知的所有権機関（WIPO）では、欧州における知財政策の現状

ならびに欧州企業における技術ブランドの事例、知財法による保護の現状について状況を伺った。 

⑤「技術のブランド化」に関する国内企業へのアンケート調査結果 

アンケート調査に対し、回答のあった国内企業４０社の調査結果は以下の通りである。 

ブランド戦略立案、ブランド構築に関与している部門としては、(1)知財部門、(2)営業販売部門

が担当していることが把握され、製品のブランディングにおいては、製品の機能、性能、スペック

を重要視している企業が多いことが分かった。また、技術をブランド化する取組みをすでに行って

いる、と回答した企業は２０％に留まり、これから取り組んだほうがよいと思う、と回答した企業

が５５％を占めた。 

技術ブランドへの取組み行う企業の目的としては、(1)顧客や関係者からの技術に対する理解や

認知度を高めるため、(2)高い技術力を有した会社であるという企業イメージを高めて企業価値を

向上させるため、と回答した企業が多く、企業内の部門間のコミュニケーションを高める目的や他

社との企業間アライアンスを活性化させる目的、と答えた企業はわずかであった。 

知財戦略としては、技術ブランドについて、すでに登録商標を取得していると回答した企業が７

５％を占めた。また、特許出願中及び特許取得済みと回答した企業はすべてであった。また、技術

ブランドについては、自社製品のうち単独製品のみに使用している、と回答した企業が６７％を占

めた。 

また、技術ブランドの決定に関与の高い部門としては、研究開発部門、次いでマーケティング部

門、知財部門が挙げられた。 

技術ブランドを適用したことによる効果としては、(1)広告宣伝効果による顧客や関係者からの

技術に対する理解や認知度の高まり、(2)技術が使用された商品が高品質、高機能であるというイ

メージを顧客に持たせることができたという効果を挙げる企業が多い一方、その技術がその製品の

みならず、他の製品に転用が行われるようになり、展開性が高まる効果を挙げる企業はなかった。 

⑥「技術のブランド化」を用いた知的財産戦略立案・遂行に取り組む国内企業に対するヒアリング

調査 

国内企業に対してヒアリング調査を行った結果から得られた点としては、技術のブランド化及び

その知的財産戦略を意識して取り組んでいる企業は、まだ一部の企業に限られていること、その一

方で、高品質、高機能等をアピールして製品を売り込むことは行っているが、そのことが必ずしも

顧客の求める価値を提供することに繋がらずに、収益を出す結果に直結しない場合があることを認

識し始めている企業が増えてきていることが分かった。また、技術のブランド化に取り組んでいる

企業においては、特許法、商標法、意匠法等の知財ミックスでの多面的な保護を実施したり、大学

等との共同研究による実験結果や研究者によるコメント等を広報に活用するなどの工夫を行って

いることが把握された。 

⑦「技術のブランド化」に関するアジア企業・機関へのヒアリング調査 

韓国のサムスン電子（韓国・水原）では、自社においては製品のライフサイクルが短く、一つの

技術が製品に搭載される期間が短いことが多く、ある技術を永続的にブランド化して様々な製品に

転用したり、長期間ブランド価値を維持していくという発想が主ではないため、技術のブランド化

に対する意識がまだ低い状況である、とのことであった。やはり、技術ブランドとして長期間に渡

って守るべき、基幹となる技術を開発すること自体がまず必要ではないか、とのコメントを得た。 

韓国の特許事務所である KIM & CHANG では、韓国における知財政策の現状、商標法、特許法によ
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る技術ブランドの法的保護についてコメントを得た。我が国と知財法が類似する点が多く、商標法

における商標の使用における問題点、普通名称化の問題点等について、同様の共通認識を得た。 

５．おわりに 

本調査・研究を実施することにより、企業ブランド、製品群ブランド、製品ブランドのレイヤー

のみならず、製品に含まれる「技術」について成分ブランドとして可視化を行い、それによって他

の製品との差別化を行って、顧客品質を向上させる方法として、「技術のブランド化」が有効であ

ることは、企業においても認識が高まってきていることが実際に把握された。しかしながら、それ

を実現させるための有効な組織体制の構築や、具体的な知的財産戦略の実施については、企業にお

ける取組みは未だ十分な状況ではなく、製品に含まれる「技術」や高品質、高機能等の「性能」を

アピールして製品を売り込むことは行っているものの、そのことが必ずしも顧客の求める価値を提

供することに繋がらずに、収益を出す結果に直結していない場合もありことが分かった。以上のこ

とからも、会社全体の経営戦略のもと、研究開発部門、知財部門、製品企画部門、マーケティング

部門、広報部門等の各部門同士が互いに横断的に連携し合い、顧客が求める価値をいかに提供して

いくかを念頭においたブランド戦略の立案・構築を行うことが必要と考えられる。 

さらに、技術のブランド化における知的財産戦略を立案する際には、特許法、商標法、意匠法等

を駆使した「知財ミックス」による多面的保護を行うことが有効であると考えられるが、一方で、

技術ブランドは商標法における 3条 1項 3 号等に該当し得ることが多い点、権利化後の「商標の使

用」に関する問題点、「普通名称化」に関する問題点等を有することに十分留意が必要である。 

本研究により、技術のブランド化に対する取組みの先進事例に触れ、企業における技術のブラン

ド化についての知的財産戦略の現状を把握できたが、今後も引き続き、さらなる効果的な手法、成

功事例などを収集し、効果的な「技術のブランド化」の活用と知的財産戦略の在り方について、企

業内の組織体制も含めて、検討を行っていく所存である。 
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